
白鷹町長　殿

 申請事業者 〒

（積算額）

休業延べ日数 助成単価 ＝

月 日 月 日 月 日 月 日

月 日 月 日 月 日 月 日

【判定基礎期間の区分】

〇

〇

10046

1

雇用保険被保険者
の従業員

34 20

9031

７月1日～
９月3０日分

暦月

１０月1日～
１２月3１日分

暦月以外

対象となる休業期間
(該当する方に「〇」を記入)

判定基礎期間
(該当する方に「〇」を記入)

開始日

7

【積算】

130 日 × 2,000 円 260,000 円

　　　　　　　　　　※１の③に該当する場合2,000円、該当しない場合1,600円

※本給付金は、令和４年１月以降の休業にかかる分を含めて２００万円が上限となります。「積算額」
が１，６００円以上２万円未満の場合にあっては、「申請金額」欄は20,000円(既申請の給付金額が
１９８万円を超える場合は、２００万円から既申請の給付金額を差し引いた金額)となります。

令和４年度白鷹町事業継続雇用維持給付金　支給申請書

令和 4 年 12 月 20 日

電話番号 ０２３８－８５－２１１１

993-0892 所在地山形県西置賜郡白鷹町大字荒砥甲★★

ﾌﾘｶﾞﾅ カブシキガイシャ△△△

上記
所在地 白鷹町大字鮎貝〇〇〇番地

電話番号 ０２３８－８７－０６９６

  このことについて、標記給付金の支給を受けたいので、下記のとおり申請します。

申請金額 円260,000

町内事業所
店舗・
工場等名 ■■■工場

申請者名
(団体名) 株式会社△△△

印(団体の場合)

代表者
職・氏名

代表取締役

　□□　□□

担当者名 ●●　●●

終了日

500,000 円

30

休業延べ日数　合計 130

【令和４年１月以降の休業にかかる分で既に支給決定を受けている額】

計

15
雇用保険被保険者

以外の従業員
9 6

【裏面に続く】　

【休業延べ日数の内訳】

本給付金の対象となる休業について、判定基礎期間（1ヵ月単位）ごとに日数の内訳を記入してください。

※判定基礎期間が「暦月以外」の場合は、❶と❹の欄には様式第2号で算定した日数を記入してください。

計

判定基礎期間❷ 判定基礎期間❸ 判定基礎期間❹

8 1

8

9 1

9

判定基礎期間❶

7

31

様式第１号

（ 署名又は記名押印 ）

個人事業主は、お住まいの住所。

団体は、主たる事務所の所在地。

押印

申請者が団体である場合に記入

１の事業者が複数の店舗を

町内にもっている場合は、

主たる店舗等名を記入。

個人事業主で、住所地と店

舗等所在地が同じ場合は

「同上」でも可。

支給上限額は１事業者あたり

２００万円です。
(例)令和４年1月以降の休業にか

かる分で５０万円の支給決定を

受けた場合は、残りの１５０万

円が上限です。

判定基礎期間が「暦月」の場合、

❹欄は空欄となります。
令和４年１月以降にかか

る分で既に支給決定を受

けている金額を記入。

判定基礎期間（1ヵ月単位）の初日と終日を記入してくださ

い。

ただし、判定基礎期間が「暦月以外」の場合は❶欄の開始日

と❹欄の終了日は本給付金の対象となる休業期間内の日付を

記入ください。
（例）7月1日～12月31日分の休業の場合

判定基礎期間が「暦月以外」の場合、❶と❹の欄

は様式第2号で算定した日数を転記してください。



１　確認・承諾事項（該当するものに「○」を記入してください。）

２　給付金振込先金融機関の口座（申請事業者名義のものに限る）

  その他

【雇用維持要件】
●

ア

イ

ウ

（以上については、新型コロナウイルス感染症を理由とする解雇等も含みます。）

※雇用調整助成金等においては、支給申請する１か月間（判定基礎期間）ごとに、雇用維持
要件を満たすか否か判定する一方、本給付金においては、申請を行う判定基礎期間の最終日
時点の状況で一括して判定することなどにより、雇用調整助成金等の雇用維持要件とは異な
る判定結果となる場合があります。

口座名義 （カタカナ） カ．シラタカマチ

　令和３年１月８日から申請を行う判定基礎期間の最終日までの期間において、解雇等（解雇
予告を含む。）を行っていないこと。
　解雇等とは、次のア～ウを指します。

　事業主に直接雇用される期間の定めのない労働契約を締結する労働者の場合、解雇又は
退職勧奨（労働者が同意した場合も含む。）等により事業主都合による離職をさせること

振込先
金融機関

金融機関名 白鷹銀行 口座の種類
(✔を記入)

普通 当座

支店 荒砥支店 口座番号 1234567

　事業主に直接雇用される期間の定めのある労働契約を締結する労働者の場合、解雇と見
なされる労働者の雇止め、中途契約解除等により事業主都合による離職をさせること

　対象事業主の事務所に役務の提供を行っている派遣労働者の場合、労働者派遣契約期間
満了前の事業主都合による契約解除

　①　現在営業を行っており、本給付金の支給を受けた後も事業を継続していきます。 〇

記入欄

　⑤　暴力団、暴力団員等と関わりありません。 〇

　⑥　追加資料の提出、支給決定後の確認資料の提出・検査に同意します。 〇

（裏面）

　②　法定の休業手当（平均賃金の60％以上）を支払っています。 〇
　③　【雇用維持要件】令和３年１月８日から申請を行う判定基礎期間の最終日ま

〇
　　での期間において解雇等を行っておらず、雇用が維持されています（裏面参照）。

　④　休業実績一覧表に記載されている者は、主として白鷹町内で働いています。 〇

【裏　面】　

【注意点】

申請は、下記区分に従って行ってください。

※なお、申請は表のそれぞれの区分ごと１回限りです。

 

令和４年７月１日から令和４年９月３０日の間

に行われた休業にかかる分 

令和５年１月３１日 

令和４年１０月１日から令和４年１２月３１日

の間に行われた休業にかかる分 

令和５年２月２４日 


